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学 授 キ 報 告

佐野陽子君学位授与報告

報 告 番 号  

学 位 の 種 類  

授与の年月日 

学位論文題名

甲第283号 ’
経済学博士 

、昭和45年 9 月18日 
[賃金決定の計量分析J

内 容 の 宴 旨

' •■賃金決定の評量分析J 論 文 要 旨 ■
■ 佐 野 陽 子

以下の各章を通じてわたくしは, 次のnn題を明らか 

にしようとした。0 )団体交渉で賃金が決まる場合，何 

がそれを決めるのか，（2》産業閩の賃金格差はなぜる 

のか，《3)わが® の賃金は年々上昇を続けているが，上 

界率はどのように決まるのか，{4》若干の欧米諸国にみ 

られるように, わが国でも. 交渉賃金が物価上昇に拍 

ポをかけるよ’ 5 に経済全体に波及しているか，ほ)質金 

交渉における賞金準拠行勘と，その背後にある個人タク 

働者の準抛行動はどう違うか，《6)資金準抛の範fflと労 

働移動の範四はどう違う力、。

第 2 ぎ （货金決定要素としての労働市場）では，これま 

での労働市場研究をふり返って，賃金決定に関する労 

縫Tホ場の役割を考え直した。完全競ホ市場ではない現 

突の労働市場は，賃金を決める場（15金ホ場) と，雇jT) 
の配分を決める場（照川市場）との2 つに分けたはうが 

有益ではないか。これをはじめて唱えたのは，C .カー

あっすこ。

铭 3 章 （廣節I!)貨金格差の決宛要W )は，産業問賞金格 

養の横断®  (クロス. セクション）分析である。賃金格差 

の推移をごくおおまかにみると，ff iヨーロクパ先進国 

では，地域別*職種別货金格差は縮小し産業別格差 

についてはなんともいえない。 日本では，地域的格差 

は縮小しているが職铺別*鹿業別格差はそれはど変わ 

っていないようである。ととろで，諸货金格差r . K 産 

菜問の格差の生成.変動についてはもっとも議論の多 

いところであ> る。

ぱJ 4 章 (ク湖!おI合と货☆和場）は，質問紙調査によって， 

化学)?業 の エ イ ジ * コントアを確走しようとした分

析である。 r他者との賞金比較J は, 労使の交渉で重： 

要な貸金決定-基準となっている。労使の貧金準拠行動 

はまず，大企業と中，小企藥によって差があろう6 大 

企業はど賃金比較が全国的にわたり，，拠対象が固定 

し組織的に行なわれると推測される。

第 5 章 (わが国のフ、イリプス♦カープ）は，第 4 享のク 

ロス，，セクシg ン分析に对して，産業間賃金の時系列 

変動を取り扱う。1958年，A .W .フィリプスが，貨幣 

貧金の変化率と失業苹との間に.長期問にわたって安 

定的な関係があることを見いだした。. その後，多くの： 

研究者が,.国やま業や時期を異にしたデ一タでこの関 

係を確かめようとした„
第 6 章 （赛蹄相場の形成）は. 第 5 章と同じ対象,す 

な*^ち産業別賃金変動を取り扱う。経済分析セは通常,. 
諸-変量の時系列変動を計るのに，変化率を用いる。 と 

ころ力と賞上げの交渉において普通労使の当=4f者が議 

論するのは賞上げの率ではなく額であること，労働者 

が他者と賃金の比較をするのも額の比較であること.
そして率の変化と額の変化とでは勁きが違うことをは. 
じめて指摘したのは. A. M‘ ロスであゥすこ。この享で- 
は， 賞金引上げ額の時系列変化を取りあげ，春闘とい 

うわが国のパターン.バーゲニングの機構を量的に明 

らかにしようとする。

第 7 章 (林業労働者の賃金準拠）と第8 章 （私鉄労働者の 

货金傘拠）は，众業や労働組合という組織と齋きれて，労 

働者個人の賃金準樹行動を探る。労働者の賈金，'労働 

条件に関する不満が高まると， .モラールが下がったり,. 
ガ 1•議が頻発したり，離職率が高まる。この不満は，絶 

対的な水準の高い低いよりむしろ，他人と比較して自 

己の賃金や労働条件がどうかが問題であることを指摘； 

した研究者は少なくなかった。 C. A .マイアスらは，.， 

この労働者の不満足鹿が移動率と関係あることを発見. 
した。A. M. ロスも，労{動者がもっている公正比較， 

強制比較の範囲が重要であることを適切に指摘した。

S . M .リプ"feッ 1，らは，ロスの強制比較論を準拠集団: 
理論,と結合させ，ほ!体交渉のメカニズムを解とうとし 

た。M . バチュンは，このような労働者の比較を，協 .- 
和的比絞と不協和的比較に分け，不満が高まるのはこ 

の不協和的比較と関係がある。そしてどのような場合 

に不協和I t 絞がなされるかを調盡研究を通じて明らか 

にしようとした。

大手私鉄の貨金交渉は，バタ一ン♦バーゲニングの 

なかの主要なキー. バーゲニンダに,あたる。このとき 

の労使の準拠連関は. 同業の大手私鉄間でまず形成さ.

. れ，鉄銅，イ匕学など代表的産業に広がっている。個別 

企業やそれぞれの地域の特殊劇m t , 準抛行動に圓す 

るかぎりはとんど考慮されていない，これに対して個 

'別の労働者は職種により，学歴により,地域によりさ 

まざまの準拠集® をもつ。そしてこれら労働者は会社 

の従業員セあり，労働組合のメンバーである。 しかし 

ながら使用者や組仓のもつ準抛染団は，労働者のどの 

準拋集団とも一*致していない。組織体の意志決定と， 

構成員おのおののそれとのnnには断絶があるとレ、わね 

ぱならない。一般に，パターン•バーゲニングに参加 

■する労使の堆德は, 0 .m  (業綴）という大きな柱によっ 

て体系づけられていることがわかっている。一方，個 

々の労働者の準拠のルー卜は，産業というよりむしろ 

家族や同級生というような，他の耍因でつ'くられてい 

る。.イ:れゆえ，パタ一ン，バ " ゲニングとは，労働市 

■場や地域とは別個の，賃金決定の体系であるというこ 

，とができる。

産業間賃金構造の問題に，この研究がどれはど寄与 

できたかはわからな、が，：現代経済機構の賃金決定を 

解明するのに業の枠はますます重要であることがわ 

.かった。それは産業や企業の大規模化，産業に特有な 

技衛の進'*^]^,そして労働組合，経営者0 体などの組織 

タ産業や企業を単位として機能していることからも明 

らかである。 しかしながらもちろん，産業単位を越え 

卞こ' 地域を単位とする労働市場の役割も見の力け'こと 

.はできない。

論文審査の要旨

佐野陽子氏の論文は主論文「賃金決定の計量分析J 
および 3 編の副論文で'構成されている。全編を通じて， 

現代経済機構における賞金決定メ力ニズムの実証的な 

研梵が-^貫した主題である。

，主論文は, 第 1 章 : 序論と耍約，第 2 享 ：賃金決定 

要素としての労働?IJ場，第 3 章 ：産業間賃金格差の決 

定要因, 第 4 享 ：労働組合と賞金相場，第 5 章,：日本 

のプィリップス . カープ，第 6 章 ：春闘相場の形成，

第 7 章 : 林業労l i 者の賞金準拠，第 8 享 ：私鉄労働者 

の賞金準拠，の 8 章にわけられる 

第 1 , 第 2 章;では労働市場にかんする先行譜硫究の 

;吟味をおこない，これをふまえて本研究における2 つ 

の基本的認識が表明される。

第 1 に，ネ研究における賞金とは货幣賞金，造をぜ 

，すものとされる。実質賃金は何らかの定義にもとづく 

:物制指数によってデスレートされた概念であり，デブ

レータ" の性質の定め力によってその値は変化する。 

貨條賃金は, より直栽なi t 接観測可能な量である。貨 

金と物価水準とのあ、だには,複雑な経资機構を通し 

てもちろん相互速開があろ。 しかし組合のお無ゃ譜 

産業の経済的制庞的環境にほ; I；て賃金の上昇速度は各 

産業部門問で一律ではない，これは各部門のコスト耍 

因に相対的变化4 あたえ, 経済機偶の変化，価格体系 

の変化に必然的に結•びつく。 したがって，賞金の変化 

は全経済の平均货金として把えるよりも，賞金構造の 

変ず匕として把握することが重要である。

第 2 ,に, 賞金の決定される市場は，摩擦のない古典 

的な完全競审ホ場で f t なく，a 》就業機会の数が主とし 

て需耍侧によって制約されている。レ)職種の特化がお 

こなわれている。 (3)需要側は労働の雇用に際レて，労 

働者の特性，すなわち , 性，年飾経験等-々に関して 

特定の条件を課することが多い。 需耍者侧に協定に 

類したことのおこなわれるぱもいがある。‘ じ)供給側の 

就業機会に関する情報の不足など，完全練争市場から 

距たらしめる条仲がる。

これらの認識に立脚しつつ，第 3 享では，わ が の  

産業間賃金格差を発生せしめる要因を探究して，計量 

的分析がおこなわれる。

はじめに， labor econom icsにおける「競 ♦仮 説 j <■ま 
酉己能力仮説j 「労働組合仮説J のそれぞれ^照応する 

格差要因として，雇用増加率，附加施値生産性，組合 

組織率の3 つが取りあげられる。第 1 の耍因について 

は，先行諸研究をまとめると短期的には有効とみとめ 

られていない。第 3 の組織率については，その影響は 

否定されていないが，他の耍因に i t ベて影響関係の明 

確にされていな、、因子である。先行諸研究結果から 

示唆された3 条仲に加えて，かね :Cからそ影響が論  

じられてはいる力;，影響の程度については未知である 

•■貴金波及効果Jを第4 の因子として取りあげる，波及 

効果についての究明は，佐野氏の論文の全編を通じて 

最も分析努力の集中される点である。波及効果がちる , 

とすれぱ，M m m , 組合間,労働者個人間等の波及径 

路が考えられるであろう。第 3 章では職種問の波及に 

焦点がしぽ .られている。.
同一職種でちりながら廣業間に賞金格差の存在する 

のはなぜか。 これに対•して，.'36年 4 月 の r货金樊態総 

合調靈結聚報告書J に，統計的回帰分析を適川して上 

記 4 因子の银響力の検足がおこなわれる。爽驗 III画上 

の，傭的な吟味がなされたのち，対象職種には1̂ 家川 

乗用 :Ti運転手 (!)j子〉と和文タイビスト (女子）が選択さ

68(220) 69(221)
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れ，座業はjSli碳潘の鉱業，逮設業，製造業，卸小売業， 

金融保臉不動産業, ■運輸通信電気ガス水道業の6 産業 

にまとめられる。 メ

波及効果をあらわすま料として糖々の代替的な変数 

が吟味されたのち，産業の労働者中に占める男子労I# 
者の比率カポ択される。男子の比率の高い産業はど中 

核労働力としての男子の賃金は高く，それが非中核労 

働力としての運転ホやタイピストの職糖に従事するも 

のめ貸金に波及的引上げ効果をおよぽすというのがこ 

こでの仮説でもる.
4 因子それぞれの単純回婦分折結果によると，各産 

業における2 赚種の賃金との相関は低い。 しかるに4 
因子を向ffをに採択した重回帰分析め結果においては, 
相関係数は飛躍的に上昇することが示される。 t夢準 

化された回帰係数の比較によって，組合組織率（代理 

フm t して協約適パi組f^員数•^総担合長数）および雇用増 ‘ 
加率の廣響が大きく，支握N能力指標としての生産性お 

よび波及効果指標としての男子労働者比/率がこれに次 

ぐ，という帰結が報告されている。 しかし組合協約 

適用労働者数の比率が，組織率の適当な代理変数であ 

ったとしても，高い與織率は賞金波及の効果（あると 

すれぱ）を高めるであろう。 したがって， 佐野氏は，

統 i l•的回帰分析における代理変数の係数の計測結果の 

解釈をより確実なものとするため，貧金波及効染の存 

在を褒づけるような他の直接観測資料を迫求する。こ 

れが次の章の課題である。た だ し 第 3 章の職種間の 

後路についての波及をあつかったのに对して，第 4 章 

では組合間の波及径路力注題となる。 .
第 4 章は，化合途業闕速業種の162担合に対してお 

となった質問概法調査の結果に関する報告である業 

種や組合上部団体ぎについてくわしい吟味がおこなわ 

れためち，次のような各業種に共通の観測事実力'、示さ 

れている。

雄 1 に，組合は他企業と黄金比較をおこなう力;，準 

拋対象に適ぶ条件は，同一業種，同一規摸の企業であ 

る。大手は大手同士，中小は4 •小同士，同一業種めで 

相3 ：に货金を比較している。なお中小企業間では，よ 

' り小躲摸な企業は隣接上位規模企業の資金を比較対-象 

とする/
第 2 に，比絞対象を地城の観点でわけると，大手は 

全ミめに.中小規模企業の組合は同一地域内で比絞す 

る倾向がある。 ■.
雄 3 に，他と比較せず，他からも比较されない孤立 

的な組合がある< •これはt r ム腹物，酸素，塗料, iT族

などの業種に含まれており，これらに共通な性格はそ- 
の所腐産業が主 として舉生産物を生産する業種で 

ることが報告されている。とのij¥实を佐野氏は，ダン 

ロップの主張する，貧金比較の飾® が生遊物市場に依： 

存するという命題と盤合的でf cることを指する。

第 4 享の分析結架から,組合を通じての波及征路の 

存在ははほ’?i 認されたという'判定にもとづき,との質 

問紙法による定性的帰結を定i t 的分折で裏づけようと 

試みるの力*〜 第 5 章の統評的回帰分析であるといえよ 

ぅ。 ‘

第 5 ぎの題名はフ ィ リップス. カープとなっでいる. 
が，いわゆるプ ィ リップス，カープの形式にはとらわ 

れず，実質的には波及効果の測定が主題にされている,. 
ェクスタインーウイルソンの賃金決定モデルを参照し 

ながら，卷鬪による貧金上拜率の統計的分析がおこな 

われる。春闘による企業ペースでの賃上げ亭を産業中 

分類でくくり，横断面および時系列資料を併用して，

13制の代替的な回帰キデルを推定する。插定結果比  

較檢討ののち，第 1 に,雇の伸び率は賞金上界率に 

プラスの影響をあたえる。第 2 に，賞金上昇率は各産 

業の i 人当り収益が高いはど高い。第 3 に，各産業の 

利益率のみならす\ 全産業の収益が高いと,一産業の 

収益が族くても当該産業の賃金上界率は高い，という 

帰結がひかれる。第 3 の評測結果に対しては，産業間： 

賞金波及効果の作動によるものであるという解釈を与 

先ることができ，この解釈は第4 ぎの質問紙調査にお 

ける波及に関•る安定的な性質の発と整合するとい 

う見解が述べられている，

第 S 章の分析の方向をさらに傲底させたものが第6 
章 の 「卷闘相場の形成J であるといえよう。前享の分- 
析の経験をふまえて， 《1)交渉過程でホ定される賃金の' 
変化を扱うには，産業中分類別よりも，単 組 合 別 に - 
分類する方が妥当であるレ（2)賞上げ率よりも，賃上げ 

額が高接交渉の対象とされるのでるから，賞金寒動 

を貧金変化額で把握する方が妥当である,という判断 

にもとづいて，私鉄総連- 鉄鋼労5k等13単産别に賞金 

上昇額と，各举産所属の組合群に照応する企業辟に関 

する雇用地加率労働者1ふ当り収益等々を求め,これ 

ちの条件が, ペースァ、y プ妥結額‘ （貧上げ額) およぼ- 
す彩響の計測がおこなわれる。 r  
■諸条件に照応する調明変数を簡々くみまえて，多数 

9 回帰 ' ^ デルを計測し化較検財をおとなゥ .た結果，

第 5 章め帰結と同様に， 1 人当り純利益の全産業にお 

ける平均的ま動は，各取産所廣の産業における1 人 -ま .
-70(222)

'き，位 授 与 報 告

り純利益の変動とは別ffclに独立した影響をおよぱすこ 

と力'潮告されている。後者はま*)能力が賃金変化に燃 

響をおよぱすものと解釈され，前者はふたたび賞金波 

及の存在を示すものと解せられる。そして，ての解釈 

は，第 4 享の質問紙調査と整合的であるという帰結が 

ひかれる'ニ

第 7 〜 8 章は賞金波及のもう1 つの径路として考え 

られる個々の労働者のおこなう賞金比較の実態に関す 

る調査報告にあてられる。第 7 享は林業労働者を対象 

とするもので，その労働Tf!場は，黄金比較に関する範 

ffflや関心の点で和当に閉鎖的であること力';示される。 

多くの観測ぎ実の中から摘記すれば，農家の耕作而救 

力;大きいはど,家計が林業労働からの所得に依存する 

程度が少ないはど, また，他の就業機会との接锁の多 

I 、ほど，林業以外の就業機会に関心がむけられること 

が指摘されている。

• これと対照的な中京地区の大手私鉄の一企業に関す 

る調查姑果が第8 ぎに揭げられている。組合所属ウ労 

働者催人に対する質問紙調査を主とするが,組合や企 

業についても面接調査が補足されている。結果のニ， 

三を特記すれば，（り労働者個人のおこなう貧金比較は， 

主として3^際する人々の範1111であり，とりわけ地城, 
職種，学歴のほぽ等しいものを比較対象にしている。

(2)し力、しながら企業と組合に対する商接調査の結果に 

よれば，画者の準拠集団（化較対象）は一致しており， 

かつまた両者とも同一地域内大手に準树せず,私鉄大 

手全般を全fS的に比較していること力';注目される。（3) 
企業および組合の準拠集因は全国の同業にかぎられず. 
化学，鉄銅など他産業におよぶ。

第 3 点は，第 4,学の調査すでに示唆されている力‘;， 

盤 し 2 点は,組合および企業の賞金比較対象と労働 

者個人のそれとの間に明確な相違のあることを示す新 

L I、事樊である。これに対しで, 試論的にV、くつかの 

仮説が提示されている。（》)個人の意;S と集団の廣feの . 

乖離，（b)ひとたび賞を交渉方式が確☆：すると,地域的 

な条仲の変化に対して不感ほ;的になる域向のあ6 こと， 

《C)労働市場は力-*の指摘するような制度的Th'場で' f c り， 

雇用配分は池域的におこなわれてもI 货金決矩はより 

広い市場で別個に成立する。これらの仮説についての 

判走は, この後の課題として残されている。

3 編の副識文は，《りLabor, and Product Markets as 
Wage Determiners (兆同執讓着II:旧利明),、悄 「货☆波及 

の構造とメカニズムJ (共同镑縱者お出英夫他)，（3)r資金 

交淡の行勘科学J (同上）であるンU)は佐!Ef氏がイリス

ィ大学労使関係研究所において, 同研究;jTrの協力を得 

ておこなった実態調查分析である9 (2)および{3》は，全 

産業にわたる700社 700組合に対する大艇摸な質問紙 

調まを施行した結果の分析であり,いずれも貧金波及 

機偶め実HE研究として主論文に報告された賃金波及の 

経験法則ともいうべき請事資の裏付ける性質のもので 

ある。 -* ,

5 -

主論文および副論文を通じて，報告された諸事まは 

多様かつ多量である, 精擴かつ精力的なこのま証研究 

は， 2 つの側而から評のおこなわれるのが適当であ 

ると考えられる。

第 1 は, 主としてま:論文を中心に展開された方法上 

の特徴についてである。主論文における分析手法はr  
統計的回帰分折を主とする計量経済学的方法および質 

問紙調査法に分顔される。後者については, （U私鉄従 

號員に関する調査， 林業労働者に関する調S ,  (3)化 

学産榮組合に関する調査，《4)全産業の企業組合(700社 

TOOIfl合）に関する調査，（5)シカゴ地域製造業に関する， 

面 接 調 の 5 調査が, 佐野氏にi って企画され実行さ 

れている。これらはすべて,賃金決定機構一とりわ 

け波及効東を追求レ.本論文や中における重耍な握驗 

法則の発見に導くのにお力な精巧に設計された調査't? 
ある . .

ただ, 賃金:決定に関する経済的制度的メカニズムの 

ようなこみ入った事象を対象とするときは, 質問紙調： 

を結束の解釈についての偏りの発生を最小にするよう， 

な配厳が重要である。そこで意識調査.的事項から求め. 
た諸種の情報を，他の統計資料を使う量的分析の結と 

と対比して, 両者が斋合性を梭討L て裏付けをとると 

いう努力がなされている。

本研究において採用され'X;いる針量経済学的分析手 

ほはm回帰分析である。この分析す法は，対象にP い 

て自律的な理論摸型が偶第されていないと分析結果が 

一義的な解釈を許さないあいまいなものになるぱあい 

が少プよくない。资金波及効果のような複雑なメカ二ズ 

ムを対象にするとrミi律的® 論摸M の構成はむずかI A 、

から特にこの種の難がともなう。この研究に示され ’ 
た統針的问帰サ析結果ほ，かなり安定的でり係数の， 

有意性も達成されるように前慮されているが，測定さ 

れた係数の解釈に開する非"義他がまったく排除され 

ているわけではな?/、。.したがって統計的ISI帰分析は,
また質問紙調査によって袖われるという関係{"こある。 

走蠻的回播分析と定性的質問紙調とが相袖的に

广  I  I I
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•■三 [II学洽雑誌J 67巻 4 导 （197怖 4 m
され大量の統許計算と質問紙による field W orkとの 

.見事な協同力清みられていることは特記されるべきで 

ぁるぅ。 、

分析め出発;^において先行的研究の吟味は広饥であ 

り, 因みに参照文献は，わが®におけるもの4 0 ,合衆 

国およびその他主として欧州におけるも‘の1 8 5 ,計225 
種の文献が精掛に参照されており，独断的帰結を避け 

ようとするための配慮は，この研究に厚みを加えるも 

のでもろう。

以上方法上の側面に関してであるが， しかしこの 

研究のもっとも基本的な貢献は，貴金波及過程が，企 

業，組合. 個人のそれぞれの径路について調S ☆明さ 

れた点にある。本研究で明らかにされた上述の諸事実- 
は，価格形成理論における市場およ，び関速諸概念に，

V、かなる経験的対応物を照応せしめろぺきか.に つ 、て 

基本的に重要な情報を与えるものである。価格形成理 

.論におk、ては,市場での一■物一価の成立過程の淋明は 

もっとも手薄なところであり，価格成立過程における 

情報伝達機溝についてほとんど不問に附されてきたと 

いっても過言ではない。また,均衡の成立るいは破 

壊のメカニズムにおいて作動する主体の識Slj (組合， 

個人等）も， 情報伝達の径路や範囲と同様に， はなは 

だ解明のおくれている点である。市場の働きは各種制 

度を通じておこなわれるのであるから,これらの点に 

ついての分析の進展は労働市場にかぎらず，各種市場 

にかんする実諷的な価格形成理論の構成上必要不可欠 

である。この論文において提示された諸成果は，多様 

な内容をもつが，従来価格理論が暗箱の中におしこめ 

ズいたものを労働市場において解明し価格理論の視 

界を明確にした点において，経済学への寄与は明らか 

であると考えられる。

以上によって，本論文は学位請求論文として十分の 

資格を.有するものと判断される。

論 文 審查担当者主拖小尾恵一郎  
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•'地域間労働移動と労働市場_

内 容 の 要 旨

「地域間労働移動と労働市場J 输文要旨

西 川 俊 作

，この諭文は,昭和敏前期における雄労働者の地域 

問移動の統計記録である「労働者募集年報J によって， 

地域間労働移動の機構と'労働市場の産業別地域別構追 

を，計量的に分析したものである。

上記主要デ一タおよび関連繞計についての予備計測, 
ならびに労働供給の理論的考察にもとづき,地域間労 

働移動を分析する基礎的用具として応募方程式を定式 

化した。ニ地域間移®！;量の大小は, 出身地域の（平均） 

農家収入，流入地域との（乎均) 貧金の格差,および出 

稼習twと暮策地盤一一-これほ両地域間め過去における 

累評移動量によ力てあらわきれる, 以上 3 つの要因に 

依存することが示唆されるけすめ。

以下. この応募方程式の府県別/  (地域）層別,ある 

いはま業別推定がおこなわれる。その結果によれぱ，

(1)農家収入と地域間賃金格差という経済要因は，地域 

間労働移愈に対して明らか f c理論と整合的な効果——  

前者はマイナス，後者はプラスを及ぽしている。 しか 

しその影響力は, （2)出稼習慣のような社会心理的因子 ,

るいは募集地盤のような制度的因子,さらば産業構 

造や地理的，歴史的耍因など，各種の非経済的要因に 

くらべるとはるかに小さい。 しかし，本班究の要点は 

従来 (2)の効果めみが锁調され,たとえわずかであるに 

せよ， の膨響が睦視もしくは無視される顏向があ 

た の に 対 し (1) .《2)それぞれめ相対的貢献度を走量的 

に明確にしたところにある（3,4章)。

従来 , 人口，労働力の移動にっ、では，貧金格差説 

と就業機会説があたかも対立的な説明仮説であるかの 

ように考えられてきたが，未尾 5 章では2 -i)の理論モ 

デルの内容を!吟味したのち，むしろ雨者を總合する説 

明仮!!をの方1̂>』を採った。また本州41央部各県における 

繊維労働市場を中心に,そのダイナミジクな変化チビ追 

及し廣隶別労働需給/:産業間賃金格差に及ぼす影響

を分析し市場内部の競争メカニズムの解明につとめ 

た。 . .
なお計量分折に加えて，既存文献による定性的調ま 

をおこない，募後人制度や供給組合，ならびに職業紹 

介組織などの機能を檢討した。戦後とくに昭和30年代 

につV、ては: ' 副論文7 点が添えてある。

論文審査の要旨

これまで行なわれてきた労働移動の実証分析には，

2 つの異なった側面力' 出される。 1力は，労働需要 

と労働供給の交差する点として，均衡賃金および労働 

移動の量を決定しようと試みる経済学的接近でちり， 

他は，社会的 . 心理的あるいは制度的要因を| | 視して， 

移動の実態および市場の構造的内容を明らかにしよう 

と試みる制度学派的な接近であろう。

いうまでもなく，現実に観察される労働ホ場の構造 

や移励の- 態は，歴史的に無数の期因め錯綜した結果, 
形成されたものであるがゆえに，そめ痛結として労働 

が非可動的であり，かつ実現された移動が,非合理的 

• 慣習的であるという通常の見解が生まれ勝ちである。 

著者は，この輔繞した⑨動現象の分野に,最近急速に 

発展してきた計量経済学的手法を積極的に適用し先 

に述べた，経済学的接近と，社会学的•制度学派的接 

近の両者を巧みに綜合して，労働移動の構造，それと 

賃金変動との機構的関連, さらに歴史的，制度的，地 

城的な諸側面をも含めた労働市場#^造につ^、ての定量 

的な分析を試みよラとする。そこでの分析の視点は， 

先ず，賞金, 所得水準, その他の経済的要因によって， 

移動現象の説明がどの程度可能になるか，またそれが 

十分な説明を与えない場合，諾々の社会的•心理的要 

因の作用がどの程度のものであるかを，定量的に測定 

することでもる。その含意は，針置経済学的手法を用 

いる定量的分析において，経済学的因子の作用を摘出 

することにより，逆に他の社会的 . 心趣的，慣習的因 

子の作用を,明確ら浮かび上がらせるととを可能にす 

る点にあるといえよう，従来, 出稼型，募集地盤型と 

し、った類型分析によジ他理されてきた移動の実態分析 

に対■し定量的耍因分析を行ない，経済学的要因とそ 

の他の諸要因を分離すると共に，その効果を測定した 

点に,この論文の新しい着服点と特色を見出すことが 

できを。

とのような分析方法を採用する場合,測定のための 

现論摸型を構築することから出発しなけれぱならない。 

経済学的要因としては,労働需要と労働供給の機構が

定式化されなけれぱならないが，箸者は先ず労働供給 

模型の整合的な模型の構築から出発する。その理由は, 
移動の実態は，産業構造変動や立地条件に制!;4;された 

労働ま要の桃造に対応して, 労働供給源から需悪地へ. 
の移動が始まるという認識に☆ゥているからである。 

そこで，労働供給模型の基本的骨子として*いわゆる 

応募方程式を定式化しこの応慕方種式の含む説明諸 

変数を拡大することにより，経済学的耍因と，他の社 

会学的心理学的要因の作用を分離測定しようと試みる。

こめような実験に対し，模型の最も良く対応する資 

料の採択(内務翁労働者募集制おが利;1]可能）という視点か 

ら，観測時期が昭和戦前期の，繊維労働力の地域ぢij移 

動という範囲に腺定し研究対象を「典型的な農業人 

ロ出稼としての繊維(女子）労働力の地域間移動に見ら 

れる諸要因の分析J にまぐ。研究対象が昭和戦前期の 

繊維労働移動という歴史的資料に限られて、る故に, 
今日と與なる当時の磨史的.制度的諸耍因の影響を無 

視し得ず，その為の詳細な文献的考証がなされるが, 
それにもかかわらず* 得られた結論は，喪因分析とし 

ての一般性を失うものでぱない。

本書の棉成は次の通りである。第 1 章ではW究の目 

的と接近の方法が説明される。第 2 章では戦前の県外 

出稼者の産業別構成から出発し繊.維工業における移 

動率に及ぶ。そして愛知‘ 京浜，阪神，山陽#の紛績 

女工の出身地が，昭和 5 年を基準として分類される。 

東北は助績労働者の限界的供給地域であり，九州は重 

’ 要な供給地域である。経済的要因として，先ず，県外 

流出と廣家収入の関係がとり上げられ,家計収入水準 

が低い場合，家計構成員の可動性が高いという事突が 

指摘される，理論摸塑として，供給主体の:/県よりズ 

県への労働移動が' / は, 農家収入A / と賞金水準W,‘ 
に依存しているという仮説が設まされる。応募方殺式 

の基本が，

log め  ニ Co +  C，(W V W  <) +  CzA j + u  

の形に具体化される。そこでは理論的に, d n m > Q ,  

d n J d A < 0 が期待される。

第 3 章は，需要県を固定した応募方程式の計測であ 

って，束海 ♦近幾地方への流入，岡山への流入におけ 

る跑離効果，新潟からの流出における距'離要因*京浜 

地ガへの流入機構がとりあ(すられる。次いで地域問労 

働移動の実態が,举に経済的要因だけによっては説明 

し難いことに着目し心理的，社会的.文化的耍因の 

綜合作用の指標として，蹈離効果すなわち，過去にお 

ける 4 県， ゴ県問の累St移動量Nリニ2 め ( 0 という
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